第７回市民講座
「自治体の教育行政が自由を奪う」
―学力テスト、体力テスト対策の歪み―
基調報告　中川喜久子（全教北九州市教職員組合）
１．教育をめぐる全国の情勢
（１）次期学習指導要領改訂（審議のまとめが発表）
　　学習指導要領とは、ほぼ１０年ごとに改定を重ね、現在２０１６年度中の改訂、２０２０年度小学校本格実施をめざして、中央教育審議会（中教審）で審議が重ねられています。戦後初の学習指導要領では、教育課程は地域や学校の実情、子どもたちの実態にあったものでなければならないとして「試案」とし、あくまでも大綱的基準と位置付けていましたが、文科省は１９５８年の改訂から「試案」をとり、「法的拘束力」を理由に現場への押し付けを強めています。
（別紙参照）
　　目に見える今回の改訂のポイント
　　①　外国語活動の教科化・・・小学校中学年で年間３５時間
　　　　　　　　　　　　　　　　小学校高学年で年間３５時間→７０時間
　　　※　授業時間は増えるが、学習内容の削減は行わない。
地域や各校の実情に応じた柔軟な時間割編成で対応。具体例としては、短時間学習の実施、長期休業日や土曜日の活用など。（市の文書より）
　
　　②　道徳の教科化・・・小学校２０１８年度から完全実施
　　　　　　　　　　　　　中学校２０１９年度から完全実施
　　③　アクティブ・ラーニング（主体的・対話的で深い学び）の視点による授業
　　　　「個別的・受動的」な授業から「協同的・能動的」な授業へ
　
（２）子どもが安心して学べない教育予算
文部科学省の要求額は一般会計で前年度当初比9.5％増の5兆8266億円となっています。教職員定数については2026年度までの10年間で2万9760人増を要求しているものの、自然減が4万5400人あるため、差し引き1万5640人の大幅減となる「教職員定数の中期見通し」を策定しています。初年度となる2017年度は、3060人の改善に対して自然減が3100人あるため40人の減となります。35人学級の前進については一言も触れておらず、国民的願いに背を向けて国としての責任を放棄するものと言わざるを得ません。
発達障害等の児童生徒への「通級による指導」の充実や、外国人児童生徒等教育の充実については、義務標準法を改正して基礎定数化を行うものの、それ以外の小学校専科指導の充実、貧困等に起因する学力問題解消、学校事務職員･養護教諭等の増員などすべてを加配定数の拡充で対応しようとしています。
高等学校や障害児学校の定数改善はなく、「国の責任による35人学級の前進」という国民的願いに5年連続で背を向けるものであり、容認できるものではありません。
競争主義に拍車をかけ、正常な学校教育に支障を来している全国学力テストについては、国語、算数・数学の悉皆調査に加え、抽出による中学校英語の予備調査の準備を行うために7億増の60億円を計上しています。「道徳の教科化」の18年度実施をねらい、保護者向けパンフレットや小学校教科書の無償給与等でほぼ倍増の28億円を投じます。小学校からの英語教育の強化事業、外部試験団体と連携して中学3年・高校3年9.5万人の英語力調査実施などの予算を優先的に措置し、スーパーグローバルハイスクールも拡大します（123校→133校）。
（３）教員の管理統制を進める
①　教員養成・免許制度改革・・・国家の望む教員養成・採用をねらっています。
②　政治が教育へ不当に介入
自民党は、参議院議員選挙直後、党のホームページ上で「学校教育における政治的中立性についての実態調査」（以下「調査」）を実施しました。調査は、「教育現場の中には『教育の政治的中立はあり得ない』、あるいは『子供たちを戦場に送るな』（後に「安保関連法は廃止にすべき」と変更、その後削除）と主張し中立性を逸脱した教育を行う先生方がいる」として、「政治的中立を逸脱するような不適切な事例をいつ、どこで、だれが、何を、どのように行ったのかについて具体的に記入」するように求めました。政権与党が学校教育に関わって、実態調査と称して国民に「密告」を求め、教育へ不当に介入することは、断じて許されるものではありません。
教育基本法第14条は、「良識ある公民として必要な政治的教養は、教育上尊重されなければならない」としており、18歳選挙権が実現したもとで、発達段階に応じた主権者教育が豊かに積み上げられていくことこそが求められています。「政治的中立性」の名のもとに、自由闊達な政治的な議論を規制する今回の調査は、現場を萎縮させるだけです。マスコミからも、「ホームページは『偏向した教育が行われることで、生徒の多面多角的な視点を失わせてしまう恐れがある』とするが、自民党はそれをそっくり自らへの指摘と受け止めるべきだ」（7月12日付朝日新聞社説）など、厳しい批判があがっています。14条第2項が、「法律に定められた学校は、特定の政党を支持し、またこれに反対するための政治教育その他の政治的活動をしてはならない」としているのは、戦前の軍国主義教育への反省から、国民主権のもとでの「政治的教養」を教育上尊重するために、特に学校による党派的な政治教育や政治活動を禁止したものです。抑制されるべきは、国家や権力による教育への介入です。
今回の調査では、当初不適切な事例として、「子供たちを戦場に送るな」が挙げられていましたが、戦争放棄をうたった日本国憲法の立場から考えても、「子どもたちを戦場に送るな」という教職員の願いは、至極真っ当なものです。それを不適切とする自民党の見識が疑われます。国民からの厳しい批判によって、文言は変更、削除されましたが、日本国憲法を踏みにじり、「戦争する国」づくりをすすめる自民党の本質が表れたものと言わなければなりません。
調査の前文にも書かれている自民党提言は、「教育公務員の政治的行為の制限違反に罰則を科すための教育公務員特例法の改正」を挙げており、秋の臨時国会への法案上程も取りざたされています。
今回の自民党調査は、学校と教育のみならず、国民の思想・信条の自由を侵し、相互監視社会をつくろうとするものです。
（４）子どもたちをいっそうの競争のるつぼに追い込む全国一斉学力テスト
実施にあたっては、以下のような問題点が明らかとなっています。
①「学力テスト対策」として過去問のドリルを行う、テスト用紙のコピーや採点に追われる、家庭訪問の中止など、本来の授業や学校行事をないがしろにし、平均正答率をあげることが目的となっている等の実態が広がっていることが各地から報告されています。中には、４月の始業式後、全国一斉学力テストが行われるまで通常の授業が行われない地域も出てきています。このように、「本末転倒」の実態が広がっていることです。
②　文科省は、昨年４月の全教の申し入れに対し、全国的な学力の把握は数％の実施で可能と回答しました。マスコミの報道でも、毎日新聞が「毎年巨額の費用を投じ、同じような傾向を確かめる」ことへの疑問を投げかけ、「毎年かつ全員参加方式は見直すべき」（東京新聞）とする報道も増えています。文科省は、全国一斉学力テストを中止し、35人学級の拡充や教育費負担の軽減など、教育条件整備こそ充実するべきです。
（以上、全教の書記長談話やリーフレットより引用）
２．北九州市の現状
（１）学力向上対策
　　２００７年度より全国学力テスト（小６、中３）実の実施が始まり、ここ数年学力テスト対策が強まってきた。
　　①　データで送信されてくる過去問題（類似問題）
　　②　昨年度から小学校５年生と中学校１．２年生を対象に、１月に北九州市独自の学力テストを実施。また、それに向けて類似問題が学校に配信される。
　　③　４月の学力テストの前に、１月の独自テストで理解があまりできていないと判定された児童生徒に補習をさせる。（もっとも、これに対しては反対の管理職もおりしなかった学校もある。）
　　④　学力テスト終了後、コピーしたものをすぐに採点し分析をしなければならない。業者から結果が戻ってくるのは遅いので、児童生徒の理解の実態を即、日頃の授業に生かすという目的。これによって大量の仕事増。
⑤　学力向上推進教員の配置　
　　　　対象校　小学校　９０校
　　　　　　　　中学校　２０校
　　　　　a.学力向上推進リーダー（小学校７名・中学校２名）
　　　　　b.学力向上推進教員（小学校１８人、中学校４人）※１人５校を担当
　　　　　授業力の高い教員を育成するために「授業に直接入り込み、授業を参観したり、自ら授業をしたり、一緒に授業をつくったりする」といった活動を行う。
　　⑥　北九州市作成テストの実施
　　　　④の対象校の５年生の国語と算数の単元別テストを市が作成（無料）。結果を市に報告。
　　　　それ以外の学校にも、データで配信。（するのは自由）
　　　　４、６年生にも順次拡大。テストに活用力を求める問題が増え、児童・教師への負担が増加。
　　⑦　学力テストの平均点が大きく伸びた学校のとりくみを紹介（〇小学校、●中学校）
　　　　〇　日常的な授業公開からわかる授業づくりへの積極的なとりくみ
　　　　〇　放課後補充学習を全学年で実施
（１～2年生：チャレンジタイム、３～6年生：ひまわり学習塾）
　　　　〇　自己表現の場の設定として学級会活動の充実・・※これは大事
　　　　〇　国語の授業では、教務主任がT２としてサポートし、B問題に対応できる学習スタイルにした。
　　　　〇　給食準備時間、昼休みには「寺子屋タイム」を設定し、担任外が補充学習を行った。
　　　　〇　ひまわり学習塾を学力向上策の一つとして教員が積極的にかかわり、基礎的・基本的な知識の習得にとりくんだ。
　　　　〇　放課後の特設時間では、１００マス計算でA問題対応、ワークシート通信（読売新聞HP）でB問題対応の学習を実施した。
　　　　〇　全校で算数の授業において、習熟度別学習を実施し、個に応じた学習にとりくんだ。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等
· 放課後に、ひまわり学習塾（３年）、F中学校塾（１，２年）を実施し、基礎学力の定着をはかった。
· 基礎学力の定着が不十分な生徒に対して、放課後や昼休みを利用して補充学習にとりくんだ。
· 習熟度別学習（数学・英語）や少人数指導（国語・社会）を実施し、個に応じた学習を展開した。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等
（２）体力テスト対策
　　文部科学省では、昭和39年以来、「体力・運動能力調査」を実施して、国民の体力・運動能力の現状を明らかにし、体育・スポーツ活動の指導と、行政上の基礎資料として広く活用している。
 　　小学生の調査項目
握力、上体起こし、長座体前屈、反復横とび、２０メートルシャトルラン、
５０メートル走、立ち幅跳び、ソフトボール投げ、
　　中学生の調査項目
握力、上体起こし、長座体前屈、反復横とび、持久走か２０メートルシャトルラン、
５０メートル走、立ち幅跳び、ハンドボール投げを行う。
　　
昨年までは小学校５年生と中学校２年生だけが全項目を実施して委員会に報告していたのだが、今年度から全校全学年での実施となった。正確な測定をするために、測定に慣れること、つまり正しい説明と指導をし、しかも練習をした上で測定することが必須で、1学期末まで行っている学校もあった。
　　現場の声
　　①　測定には時間と場所と人を要するので、多くの時間がとられ体育の授業時間（しかも小学校では運動会や水泳学習もある）だけでは収まらなかった。人数の多い学校ではより大変だった。
　　②　測定のために用具がいるものは、用具が少なくクラスを持ち回りで行うために、例えば算数の練習問題をさせながら、一人ずつ廊下に呼び握力を測定する、などということが起こった。
　　③　低学年、特に入学して間もない１年生は意味がわからず泣き出してしまう子も出た。
　　　　要領を理解できない低学年でのテストの実施には、高学年の児童が「手伝い」にきた学校もあった。
　　④　学校で「体力向上」のために継続的な運動に取り組むことになっている。
例えば始業前、中休みや昼休みなどに運動場を〇分間走る、なわとびをする、ダンスをするなど。休み時間は、自由な時間ではないのか？子どもの権利条約に反していないか？
また、これには、安全上教師がつかねばならず、休息や次の授業の準備などの時間が奪われ、教員の過密労働の要因になっている。今でさえ、バスケットボール大会や陸上記録会などに向けての対象学年の朝練などが、当たり前のように行われている。
３．子どもたちをとりまく北九州市の教育の現状
　　①　小学校１，２，３年生と中学校１年生が３５人学級
　　　　小学校４年生と、中学校３年生は校長裁量で３５人学級を実施（そのための加配はなし）
　　　　小学校においては、学級数を増やすことで加配教員がいなくなるため、学校の規模によっては実施したくてもできない学校もある。中学校においては、学級数を増やすと教員の授業時間が増えるが人が増えるわけではないので、絵に描いた餅であり、ほとんど実施できない。
　　②　委員会に講師登録をしている人が少なく、正規教員が産休や病休をとったときの未配置状態が起こっている。
　　③　小学校に専科教員の配置がほとんどいなかった北九州市だが、短時間再任用教師を専科教員として少しずつ配置しているが、まだまだ未配置校が多い。
　　④　小中一貫・連携教育を数年前より行っている。昨年法律で定められ「義務教育学校」（小中一貫校）を自治体で設置できるようになった。公共施設削減、学校規模適正化の名のもとに学校統廃合がすすみ、小中一貫校が作られ、複線型の教育が始まる危険性もある。
　　⑤　２０１７年度から、北九州市立学校の教員の給料は県費負担から市費負担になる。また、定数配置も２０１８年度から北九州市の権限で行うようになる。（政令都市の権限移譲）
これからは、北九州市の教育に市が１００パーセント責任を持つことになり、自治体として教育にどう取り組んでいくのかが大きく求められることになる。　
　

　

私達の考え


私達は、子ども達に学力も体力もつけたいと思っているし、その気持ちは委員会とも保護者とも同じである。しかし、本来の授業の中でどう力をつけるかを論じるべきではないだろうか。


休み時間や放課後は子ども達にとって自由な時間であり、本来の授業時間の中で学力も体力も伸ばしていくべきである。また、学力向上と家庭学習の時間には相関関係があるといって、家庭学習にも力を入れている。休み時間も放課後も、家に帰ってからも追いまくられるように何かに取り組まされることで、全ての子どもが学習を楽しいと感じるのだろうか？


ある県の小学生が、度重なる学力テスト対策で、「センセイ。もう十分自分はバカなことがわかったから、もう帰らせて」と言ったそうである。こんな子どもを増やしてよいのだろうか？


発達障害などがある子ども達への配慮はできているのか？


本来、学校やクラスの児童生徒に合った展開や、教材教具の工夫をしながら授業を行って来た「教員に任されてきた部分」が、テスト対策や管理体制で失われてきていることが、本当に子どものためになるとは思えない。


授業時間の中で「わかる」「できる」ようにするためには、また、子どもの思いに寄り添う為にも、クラスの人数を減らし、教員をより多く配置して目や指導を行き届かせることが何よりの方法だと思う。
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